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事 業 報 告 書

平成１３年４月 １ 日から

平成１４年３月３１日まで

Ⅰ 事業の概況

（１）主要な事業内容

独立行政法人海員学校は、海員の養成を行うことにより、安定的な海上輸送の確保を

図ることを目的とする機関として、平成１３年４月１日に設立されました。

独立行政法人海員学校の事業内容は、以下のとおりであります。

（ 、「 。」① 海員の養成を行うこと。(独立行政法人海員学校法 平成１１年法律第２１４号)(以下 法という

第１０条第１号)

(第１０条第２号）② 前号の業務に附帯する業務を行うこと。

（２）主たる事務所・従たる事務所

① 主たる事務所

静岡県清水市折戸三丁目１８番１号

② 従たる事務所

小 樽 海上 技術 学 校 北海道小樽市桜三丁目２１番１号

宮古 海 上技 術 学校 岩手県宮古市磯鶏二丁目５番１０号

館山 海上 技 術学 校 千葉県館山市大賀無番地

唐津 海上 技 術学 校 佐賀県唐津市東大島町１３番５号

口之津海上技術学校 長崎県南高来郡口之津町丁５７８２番地

沖縄 海上 技 術学 校 沖縄県石川市赤崎二丁目２０番１号

波方海上技術短期大学校 愛媛県越智郡波方町波方甲１６３４番地１

清水海上技術短期大学校 静岡県清水市折戸三丁目１８番１号

（３）出資の状況

独立行政法人海員学校の設立にあたり、政府の一般会計所属財産から、現物出資財産

金11,544,429千円がありました。

(内訳)

区 分 数量(用途) 評 価 額

土 地 133,874 ㎡ 5,884,183千円

立木竹 一 式 18,555千円

建 物 ㎡ ㎡ 3,455,002千円30,202.16 /56,556.83
工作物 一 式 1,257,391千円

船 舶 94 隻 929,298千円

合 計 11,544,429千円
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（４）職員の状況

(内訳)

区 分 職 員 数 平均年齢 平均勤続年数

教育職 88 名 46.1 歳 13.8 年

行政職 60 名 47.7 歳 23.6 年

合 計 148 名 46.7 歳 17.8 年

（注)職員数は、平成１４年３月３１日の現在員数です。

平均勤続年数は、国土交通省職員在勤期間を通算しています。

Ⅱ 事業の経過及び成果

（１）組織運営の効率化の推進

全国８校に分散していた事務業務の集約化を行い、法人本部に総務部及び教務部を設

置し一括管理が可能となる組織体制としました。本部総務部に人事･給与、会計システ

ムを導入し、事務の効率化、迅速化に努めました。

教育業務運営の効率化のため、次年度に向けた教務部管理体制のあり方を検討しまし

た。

事務業務の集約化に伴い、今年度において管理部門の常勤職員３名の削減を行いまし

た。

（２）人材の活用の推進

役員及び定員１５５名の職員の確保を図るとともに、国土交通省及び民間船社等の知

見を活用し組織の活性化を図るため、５名の人事交流を行いました。

（３）業務運営の効率化の推進

パソコン教材の活用に努めるため、新たに「舶用機関」を授業に取り入れたことによ

り、稼働率が昨年比５．１％向上しました。

、 、施設管理業務について 学生･生徒不在時の庁舎管理の宿日直を廃止したことにより

職員の労務負担の軽減とともに経費の抑制ができました。

賄業務の外部委託化を検討するために、民間給食業者４社から見積書を徴収し、食

事の質や委託経費について検討しました。

一般管理費の抑制は、光熱水料（電気料・水道料）の削減に務め、全体で６％

２７４万円抑制され教材購入に充当しました。

（４）海員養成のための教育の実施

教育の実施に際しては、広く優秀な学生、生徒を確保し、船舶の技術革新や海運業界

のニーズに対応した教育課程を設置し、学生、生徒の理解度の向上及び満足度の向上に

努め、海員となるために必要な専門教育と職業指導を行いました。

各科の卒業者数

科 別 卒業者数

専修科 １６３名

本 科 １８３名

乗船実習科 ５４名

司ちゅう・事務科 ６０名 ４６０名
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（５）成果の普及・活用促進

職員の専門知識を活用するため関係委員会等の要請に応じて積極的に委員等の職員派

遣を行いました。また、学生、生徒が海事産業へ円滑に就職し、その知識・技術を生か

せるよう、就職指導担当教官による会社訪問や会社説明会を積極的に実施しました。

① 派遣職員 ６委員会 ７名

② 会社訪問 ５４回 ５７７社

③ 会社説明会 １５回

（６）資金調達の状況

当期の資金調達については、海員学校経費及び施設費等への充当分として次のとおり

行いました。

① 政府から運営費交付金として、1,912,742千円の交付を受けました。

② 政府から施般費等補助金として、39,626千円の交付を受けました。

③ 授業料収入等として、13,099千円がありました。

（７）施設・設備計画の状況

平成１３年３月２４日発生の芸予地震により、波方校の本館棟他が被災したことに伴

い政府から施般費等補助金の交付を受け災害復旧工事（39,606千円）を行いました。

Ⅲ 収支及び正味財産の状況

第 期1
区 分 自 平成 年 月 日13 4 1

至 平成 年 月 日14 3 31
前期繰越収支差額 0 千円

当 期 収 入 合 計 1,965,468 千円

当 期 支 出 合 計 1,915,826 千円

当 期 収 支 合 計 49,642 千円

次期繰越収支差額 49,642 千円

資 産 合 計 11,891,556 千円

負 債 合 計 682,274 千円

正 味 財 産 11,209,282 千円

Ⅳ 法人の課題

独立行政法人化の主旨を十分に踏まえ、平成１３年４月１日から平成１８年３月３１日

までの間に計画的に教育機材を整備し、教育手法の一層の改善に努め、実践教育を効率的

に実施することにより海技従事者国家試験の合格率を向上させるとともに、就職指導体制

を強化し海事関連企業への就職率の中期計画達成に向け努めることとします。

また、海運業界の求める即戦力のある海員を養成するため、内航船を利用したインター

ンシップ制度（研修制度）の導入を図るほか、本科及び司ちゅう・事務科の養成定員の一

部を縮減し専修科の拡充を図ることとします。
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Ⅴ 事業年度の理事及び監事の氏名、法人における地位、任期及び担当

役 職 氏 名 常勤･非常勤別 任期 担当職務

理事長 木 村 豪 志 常 勤 ２年

理 事 高 久 雄 治 常 勤 ２年

監 事 本 田 穂 非常勤 ２年

監 事 向 坂 達 也 非常勤 ２年

Ⅵ 決算期後に生じた法人の状況に関する重要な事実

ありません。


